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論壇
は
じ
め
に

シ
ャ
ウ
プ
勧
告
を
受
け
て
昭

和
26
年
の
改
正
に
よ
り
導
入
さ

れ
た
個
人
住
民
税
の
特
別
徴
収

制
度
は
、
現
在
に
至
る
ま
で
給

与
所
得
者
の
個
人
住
民
税
の
根

幹
を
な
す
制
度
と
し
て
存
続
し

て
い
る
。
し
か
し
、
近
年
で
は

納
税
義
務
者
用
の
「
特
別
徴
収

税
額
の
決
定
通
知
書
」
が
勤
務

先
を
経
由
し
て
届
け
ら
れ
る
こ

と
が
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
保
護
の
見

地
か
ら
問
題
と
さ
れ
る
な
ど
問

題
点
が
散
見
さ
れ
る
。
そ
こ
で

本
稿
で
は
、
個
人
住
民
税
の
特

別
徴
収
制
度
の
概
観
を
振
り
返

る
と
と
も
に
、
プ
ラ
イ
バ
シ
ー

保
護
の
観
点
か
ら
の
問
題
点
や

今
後
の
あ
る
べ
き
方
向
性
に
関

し
て
考
え
て
い
き
た
い
。

特
別
徴
収
制
度
の
成
り
立
ち
と
現
状

事
業
主
が
従
業
員
に
代
わ

り
、
毎
月
給
与
か
ら
個
人
住
民

税
を
差
し
引
い
て
地
方
公
共
団

体
に
納
入
す
る
特
別
徴
収
制
度

は
、
昭
和
25
年
の
『
シ
ャ
ウ
プ

使
節
団
第
二
次
日
本
税
制
報
告

書
』
を
き
っ
か
け
に
昭
和
26
年

に
市
区
町
村
の
選
択
制
で
採
用

さ
れ
、
昭
和
30
年
に
原
則
的
徴

収
方
法
と
さ
れ
た
。
そ
の
後
、

現
在
に
至
る
ま
で
ほ
ぼ
形
を
変

え
ず
に
存
続
し
て
い
る
。
近
年

で
は
個
人
住
民
税
の
特
別
徴
収

義
務
者
を
一
斉
に
指
定
す
る
取

組
が
行
わ
れ
た
の
が
記
憶
に
新

し
い
（
東
京
都
で
は
平
成
29
年

度
か
ら
）。

特
別
徴
収
に
お
け
る
手
続

地
方
公
共
団
体
は
、
給
与
所

得
者
の
勤
務
先
か
ら
提
出
さ
れ

た
給
与
支
払
報
告
書
や
そ
の
他

資
料
を
基
に
特
別
徴
収
に
よ
る

個
人
住
民
税
額
を
計
算
し
、
5

月
末
日
ま
で
に
下
記
の
書
類
を

そ
の
勤
務
先
に
送
付
す
る
。
勤

務
先
は
、
そ
の
書
類
に
記
載
さ

れ
た
金
額
を
6
月
か
ら
翌
年
5

月
ま
で
の
期
間
に
給
与
所
得
者

の
給
与
か
ら
天
引
き
を
し
、
納

入
す
る
こ
と
と
な
る
。

①

特
別
徴
収
税
額
の
決
定
通

知
書
（
特
別
徴
収
義
務
者
用
）

②

特
別
徴
収
税
額
の
決
定
通

知
書
（
納
税
義
務
者
用
）

③

特
別
徴
収
事
務
関
係
書
類

綴
（
総
括
表
付
）

④

納
入
書
な
ど

プ
ラ
イ
バ
シ
ー
保
護
の
観
点
か
ら
の

問
題
点

近
年
問
題
と
さ
れ
て
い
る
の

が
「
特
別
徴
収
税
額
の
決
定
通

知
書
（
納
税
義
務
者
用
）」
で

あ
る
。
こ
の
「
特
別
徴
収
税
額

の
決
定
通
知
書
（
納
税
義
務
者

用
）」
は
特
別
徴
収
義
務
者
を

経
由
し
て
納
税
義
務
者
に
届
け

ら
れ
る
も
の
で
あ
る
が
、
そ
こ

に
は
特
別
徴
収
さ
れ
る
個
人
住

民
税
の
金
額
の
み
な
ら
ず
、
他

の
所
得
の
有
無
や
扶
養
、
障
害

の
有
無
と
い
っ
た
事
項
も
記
載

さ
れ
る
。
特
別
徴
収
義
務
者
に

お
い
て
こ
れ
ら
の
内
容
を
確
認

す
る
こ
と
が
可
能
と
な
っ
て
い

る
こ
と
は
、
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
保

護
の
見
地
か
ら
は
問
題
が
あ
る

と
言
わ
ざ
る
を
得
な
い
。

実
際
、
平
成
28
年
に
は
行
政

相
談
員
に
対
し
「
事
業
主
を
経

由
し
て
従
業
員
に
交
付
さ
れ
る

納
税
義
務
者
用
の
特
別
徴
収
税

額
決
定
通
知
書
に
は
事
業
主
が

知
る
必
要
の
な
い
主
た
る
給
与

所
得
以
外
の
所
得
情
報
（
不
動

産
所
得
、
利
子
・
配
当
所
得
、

一
時
所
得
等
）
や
控
除
情
報

（
障
害
者
、
寡
婦
等
）
が
含
ま

れ
て
お
り
、
他
人
に
は
知
ら
れ

た
く
な
い
情
報
が
事
業
所
の
経

理
担
当
者
等
の
第
三
者
に
知
ら

れ
て
し
ま
う
可
能
性
が
あ
る
。

プ
ラ
イ
バ
シ
ー
の
保
護
上
問
題

が
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
の
で
、

納
税
義
務
者
用
の
特
別
徴
収
税

額
決
定
通
知
書
に
お
い
て
事
業

主
が
知
る
必
要
の
な
い
情
報
に

つ
い
て
は
秘
匿
す
る
た
め
の
何

ら
か
の
措
置
を
講
じ
て
ほ
し

い
。」と
の
相
談
が
寄
せ
ら
れ
た
。

こ
の
相
談
以
前
よ
り
、
一
部

の
自
治
体
に
お
い
て
は
独
自
に

秘
匿
措
置
を
施
し
た
「
特
別
徴

収
税
額
の
決
定
通
知
書
（
納
税

義
務
者
用
）」
を
送
付
し
て
い

た
が
、
こ
の
相
談
に
対
す
る
総

務
省
自
治
税
務
局
の
回
答
に
記

載
さ
れ
て
い
た
秘
匿
措
置
の
実

施
状
況
は
（
表
）
の
と
お
り
で

あ
っ
た
。

ま
た
、
こ
の
回
答
に
は
自
治

体
が
秘
匿
措
置
を
実
施
し
て
い

な
い
理
由
と
し
て
、
地
方
税
法

上
義
務
付
け
ら
れ
て
い
な
い
こ

と
や
予
算
が
確
保
で
き
な
い
こ

と
な
ど
が
挙
げ
ら
れ
て
い
た
。

こ
の
相
談
及
び
回
答
に
関
し

総
務
省
自
治
税
務
局
市
町
村
税

課
は
、「
地
方
税
法
上
は
納
税

義
務
者
用
の
税
額
通
知
書
に
つ

い
て
、『
特
別
徴
収
義
務
者
を

経
由
し
て
通
知
す
る
』
と
規
定

し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
特
別
徴

収
義
務
者
（
事
業
主
）
が
税
額

通
知
書
を
納
税
義
務
者
（
従
業

員
）
に
渡
す
際
に
、
宛
名
等
の

内
容
を
確
認
す
る
こ
と
は
地
方

税
法
上
想
定
さ
れ
て
い
る
」
こ

と
を
前
提
に
、「
地
方
税
法
の

規
定
に
よ
っ
て
、
主
た
る
給
与

所
得
以
外
の
所
得
情
報
や
控
除

情
報
等
の
情
報
を
事
業
主
が
知

る
こ
と
は
や
む
を
得
な
い
と
考

え
て
い
る
」
と
し
て
お
り
、
こ

れ
が
現
段
階
で
の
一
応
の
結
論

と
さ
れ
て
い
る
。

解
決
策
と
そ
の
課
題

「
個
人
情
報
の
秘
匿
措
置
の

要
請
」
は
、
平
成
30
年
10
月
30

日
に
開
催
さ
れ
た
「
平
成
30
年

度
第
1
回
個
人
住
民
税
検
討

会
」
に
お
い
て
も
採
り
上
げ
ら

れ
た
が
、
第
2
回
以
降
で
は
議

題
と
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
を
考

え
る
と
、
現
段
階
で
は
大
き
な

動
き
は
な
い
と
考
え
ら
れ
る
。

し
か
し
、
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
保

護
の
観
点
か
ら
何
ら
か
の
対
処

は
必
要
と
思
わ
れ
る
た
め
、
解

決
策
を
検
討
し
て
み
た
い
。

最
大
の
問
題
は
「
特
別
徴
収

税
額
の
決
定
通
知
書
（
納
税
義

務
者
用
）」
が
特
別
徴
収
義
務

者
を
経
由
し
て
納
税
義
務
者
に

交
付
さ
れ
る
点
に
あ
る
。
こ
の

形
式
を
維
持
し
た
ま
ま
プ
ラ
イ

バ
シ
ー
の
保
護
を
考
え
る
の
で

あ
れ
ば
、
現
在
地
方
公
共
団
体

独
自
の
判
断
に
任
せ
ら
れ
て
い

る
秘
匿
措
置
の
強
制
化
や
、
情

報
漏
洩
を
防
ぐ
た
め
の
罰
則
を

設
け
る
な
ど
、
何
ら
か
の
法
的

な
手
当
を
す
る
必
要
が
あ
る
。

そ
の
場
合
で
あ
っ
て
も
、
秘
匿

措
置
に
は
相
応
の
予
算
の
確
保

が
必
要
と
さ
れ
る
こ
と
か
ら
地

方
公
共
団
体
の
財
政
事
情
に
大

き
な
負
担
が
発
生
す
る
可
能
性

は
高
い
。

制
度
自
体
の
変
更
を
前
提
と

す
る
場
合
、
こ
の
問
題
を
解
決

す
る
方
向
性
は
大
き
く
分
け
て

2
つ
考
え
ら
れ
る
。
一
つ
は
個

人
住
民
税
に
関
し
て
現
行
の
前

年
課
税
を
現
年
課
税
に
変
更

し
、
所
得
税
と
同
様
の
課
税
方

法
と
す
る
こ
と
。
こ
の
現
年
課

税
化
は
個
人
住
民
税
の
最
大
の

課
題
と
し
て
古
く
か
ら
議
論
さ

れ
て
い
る
が
、
こ
の
現
年
課
税

化
が
実
現
す
る
と
、
個
人
住
民

税
に
関
し
て
も
特
別
徴
収
税
額

が
年
末
調
整
や
確
定
申
告
で
精

算
さ
れ
る
と
い
う
所
得
税
同
様

の
処
理
と
な
る
。
現
在
の
制
度

に
比
べ
作
業
は
煩
雑
と
な
る

が
、
確
定
申
告
の
内
容
が
特
別

徴
収
義
務
者
に
通
知
さ
れ
る
こ

と
は
な
い
。

も
う
一
つ
は
納
税
義
務
者
用

の
決
定
通
知
書
を
特
別
徴
収
義

務
者
を
経
由
せ
ず
に
納
税
義
務

者
へ
と
直
接
送
付
す
る
こ
と
。

単
に
郵
送
先
を
変
更
す
る
だ
け

で
あ
れ
ば
法
的
に
大
き
な
変
更

は
必
要
な
い
と
考
え
ら
れ
る

が
、
地
方
公
共
団
体
に
は
郵
送

コ
ス
ト
な
ど
秘
匿
措
置
同
様
に

大
き
な
負
担
が
発
生
す
る
こ
と

と
な
る
。

こ
の
ほ
か
現
代
的
な
解
決
策

と
し
て
は
、
決
定
通
知
の
電
子

化
や
マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル
を
利
用

し
た
、
納
税
義
務
者
に
直
接
通

知
さ
れ
る
制
度
が
考
え
ら
れ

る
。す

で
に
地
方
税
法
で
は
、
特

別
徴
収
義
務
者
の
同
意
が
あ
る

場
合
に
は
、
ｅ
Ｌ
Ｔ
Ａ
Ｘ
を
通

じ
て
特
別
徴
収
義
務
者
向
け
特

別
徴
収
税
額
決
定
通
知
書
を
電

子
情
報
で
送
る
こ
と
が
可
能
と

さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
も
、
技

術
的
に
は
可
能
と
考
え
ら
れ
る
。

ま
た
、
平
成
29
年
6
月
9
日

に
閣
議
決
定
さ
れ
た
規
制
改
革

実
施
計
画
で
は
「
事
業
者
に
電

子
的
に
送
信
し
て
従
業
員
が
取

得
で
き
る
よ
う
に
す
る
、
マ
イ

ナ
ポ
ー
タ
ル
を
利
用
し
て
事
業

者
を
経
由
せ
ず
に
従
業
員
が
取

得
で
き
る
よ
う
に
す
る
な
ど
の

可
能
性
を
検
討
」
の
記
載
が
あ

る
。
こ
れ
ら
の
方
法
が
実
現
す

れ
ば
、
特
別
徴
収
制
度
と
プ
ラ

イ
バ
シ
ー
保
護
を
巡
る
問
題
は

一
応
の
解
決
を
見
る
こ
と
と
思

わ
れ
る
た
め
、
早
急
な
整
備
を

望
み
た
い
。

お
わ
り
に

特
別
徴
収
手
続
と
そ
れ
に
付

随
す
る
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
保
護
の

問
題
に
関
し
て
は
、
上
記
の
よ

う
に
い
く
つ
か
の
解
決
策
が
考

え
ら
れ
る
が
、
法
律
、
予
算
、

制
度
の
普
及
な
ど
の
諸
問
題
を

考
え
る
と
一
朝
一
夕
に
解
決
す

る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
と
も
思

え
る
。
と
は
い
え
看
過
で
き
る

問
題
で
は
な
く
、
税
理
士
業
界

と
し
て
も
何
ら
か
の
解
決
策
を

講
じ
る
必
要
が
あ
る
の
で
は
な

い
だ
ろ
う
か
。
も
ち
ろ
ん
法
律

的
に
解
決
が
図
れ
る
の
で
あ
れ

ば
そ
れ
が
最
善
で
は
あ
る
が
、

そ
れ
が
難
し
い
場
合
に
は
一
案

と
し
て
、
確
定
申
告
書
へ
の
記

載
や
地
方
自
治
体
へ
の
申
請
な

ど
に
よ
っ
て
「
特
別
徴
収
税
額

の
決
定
通
知
書
（
納
税
義
務
者

用
）」
の
送
付
を
不
要
と
す
る

選
択
肢
を
納
税
義
務
者
に
与
え

て
み
て
は
ど
う
だ
ろ
う
。
税
額

の
通
知
が
納
税
義
務
者
に
郵
送

さ
れ
な
い
こ
と
や
、
こ
の
通
知

は
個
人
住
民
税
の
確
定
行
為
と

し
て
の
性
質
を
有
す
る
と
も
い

わ
れ
る
点
な
ど
の
検
討
は
必
要

か
と
思
わ
れ
る
が
、
プ
ラ
イ
バ

シ
ー
保
護
と
い
う
目
的
を
果
た

す
方
策
と
し
て
一
考
の
余
地
が

あ
る
と
考
え
る
。
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表 集計結果の主な内容
① 秘匿措置の実施状況（対象：1，741市町村）
・実施済み又は実施予定あり：924市町村（53．1％）
・実施予定なし：817市町村（46．9％）
② 秘匿措置の方法（対象：924市町村）
・圧着式：734市町村（79．4％）
・シール貼付：77市町村（8．3％）
・その他：12市町村（1．3％）
・未定：101市町村（10．9％）
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